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放送における公共性とは何か～放送史から見る～（2） 
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放送を考える上で欠かせないのが公共性の議論だ。

放送の公共性という言葉は放送の世界では誰もが知る

言葉となっている。それは、「放送を公共の福祉に適合

するように規律し、その健全な発達を図ることを目的

とする。」と放送法に規定されていることから来るもの

で、公共放送とされる NHK だけでなく民間放送もそ

の対象となっている。 
この「公共の福祉」は公共性と同義語で議論されて

おり、そこから放送の公共性という命題が出てきてい

ると言って良い。この点については『メディア研究 第

104 号』（2024 年 1 月）に詳述しているので参照して

頂きたいが、そもそも「公共の福祉」はどのような議

論によって放送法に記述されるに至ったのだろうか。

それを確認し、その背景を考察するのが本稿の狙いだ。

その手法として、本稿では国会議事録を用いる。そこ

から政府、与野党の議論がどのようなものだったのか

を検証する。 
放送法案が国会に内閣から提出されたのは 1948 年

の第 2 回国会が最初となる。これは第二次法案と呼ば

れるもので後述する第 7 回国会で成立する第三次法案

とは多少違う内容を含んでいる。 
この第二法案は、その第一章で総則として放送その

ものの在り方について、第二章で放送行政を司る機構

について、第三章で社団法人から特殊法人に改組され

る NHK について、第四章で、新たに設立を認める民

間放送について、第五章で、放送法に関わる種々の審

理規程について、第六章が罰則、第七章は雜則を規定

したもので、第一章については「この法律の目的」と

して、その第一条で、「この法律は、左に掲げる原則に

従って、放送を公共の利便、利益又は必要に合致する

ように規律するとともに、その自由を保障し、その健

全な発達を図ることを目的とする。」と規定し、「一、

放送が、情報及び教育の手段並びに国民文化の媒体と

して、国民に最大の効用と副利とをもたらすことを保

障すること。二、放送を自由な表現の場として、その

不偏不党、真実及び自律を保障すること。三、放送に

携わる者の国民に対する直接の職責を明らかにするこ

とによつて、放送が健全な民主主義に奉仕し、且つ、

それを育成するようにすること。」としている。 
実は、この時の法案では「公共の福祉」という文言

は使われていない。「放送を公共の利便、利益又は必要

に合致するように規律する」という文言となっている。

「公共の福祉」ではなく「公共の利便、利益又は必要」

と書かれていた。「公共の利益」と言えば、具体的な内

容が議論されてもよさそうだが、この国会審議では、

それが意味するものは議論されていない。多くが社団

法人日本放送協会の民主化と新たに設立の方針が示さ

れた民間放送についての質疑が主で、特に民主化の柱

として導入が検討された放送委員会の制度や機能につ

いての議論が中心となり、審議未了で国会が閉会とな

っている。 
これによって第二次法案は廃案となり、その後、

GHQ から修正を求められて第三次法案が作成され、  

 
それが第 7 回国会に提出される。1950 年 1 月 24 日の

衆議院電気通信委員会で、電波監理長官の網島毅（当

時）が「第一条に示してございます三大原則に従いま

して、放送を公共の福祉に適合するように規律いたし

まして、その健全な発達をはかることを目的として立

案されたもの」との法案の説明を行っている。この三

大原則とは現在の放送法に見られる以下だ。 
 

第一条この法律は、次に掲げる原則に従つて、放送

を公共の福祉に適合するように規律し、その健全な

発達を図ることを目的とする。 
一放送が国民に最大限に普及されて、その効用をも

たらすことを保障すること。 
二放送の不偏不党、真実及び自律を保障することに

よつて、放送による表現の自由を確保すること。 
三放送に携わる者の職責を明らかにすることによつ

て、放送が健全な民主主義の発達に資するようにす

ること。 
 
第二次法案に書かれていた「公共の利便、利益又は

必要性」が消え、そこに「公共の福祉」が入っている。

しかし、結論から見ると、この際の国会審議でも、こ

の記述の変更の意味や「公共の福祉」についての議論

はなされていない。 
この放送法案の審議をめぐっては第 2 回、第 7 回と

もに、法案の付託をめぐって委員会で取り合いが行わ

れるなど大きな関心を呼んでいる。しかし、第 2 回国

会、第 7 回国会の審議を見る限り、放送の公共性につ

いての議論は行われずに終わり、第 7 回国会で放送法

は成立する。それは放送の民主化という大きな課題を

前に、ある意味で仕方のないことだったのかもしれな

い。GHQ が日本の民主化において放送の民主化を重視

していたことが先行研究で明らかになっている。その

際に、NHK、民間放送の設立の議論が優先され、放送

法の根幹である理念まで議論する余裕は無かったとい

うことなのだろう。 
一方で、審議から政府、議員の双方に共有の認識を

読み取ることは可能だ。それは、8 月 31 日の第 7 回国

会・参議院通信委員会での弁護士出身で社会党の大野

幸一の質問の中に表れる。野党議員の大野は NHK の

放送した内容によって被害を被った被害者の補償につ

いて質問する中で、「特に日本放送協会というものがど

の程度のいわゆる國家的協会であると申しますか、公

益的協会であるというような程度もはつきりしない」

と言及している。この「国家的協会であると申します

か、公益的協会であるというような」とは、つまり、

国家と公益を同義語かそれに近いものという認識で使

っていると言って良いだろう。それは、民間企業とは

異なるものとして、国家と公益とを並列させることで

「公共の福祉」を語ったものとも言えるだろう。 
放送の公共性とは何か。それを議論する上で、少な

くとも放送法の制定時に、深い議論がなされていなか

った点は今一度考える必要が有るだろう。 


